
 

 

保育環境における子どもの病気時の保護者の対応 
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要 旨 

本研究の目的は、保育環境における子どもの病気時の保護者の対応や、看護休暇制度・病児

保育の利用の現状と保護者の要望を明らかにすることである。A市内 8施設の保護者 376名

（回収率：76.0%）に自記式質問紙調査を行った。職業を有する母親は 8割であり、会社員が 4

割で最も多かった。保護者は子どもの急な体調変化についての連絡を受け対応に困ると共に、子

どもの体調不良を予測しながらも保育施設に預けなければならない状況にあった。看護休暇制

度、病児保育施設についての保護者の情報は少なく活用が十分でなかった。保護者の要望として

は病児保育の施設数・受け入れ人数の増加、利用時間の延長、手続きの簡略化、通園施設への併

設などの利便性を求める意見があった。 
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Ⅰ．はじめに 

近年、女性の社会進出に伴い、子どもの保育

環境としては、保育園や認定こども園、幼稚園

の利用が増加している。平成 30年度版男女共

同参画白書 1)によると、昭和 55年以降、夫婦

共の共働き世帯は年々増加し、平成 9 年以降

では共働き世帯数が、男性雇用者と無業の妻

から成る世帯数を上回るようになった。子育

ての環境はこれまで以上に多様化し、共働き

世帯の子育て支援を含め、地域特性に即した

サービス展開が必要である 2)。平成 29年 1月

からは、育児・介護休業法における「小学校就

学の始期に達するまで」の子どもの病気やケ

ガの際に適応される「子の看護休暇」が 1 日

単位で 5 日間だったところ、半日単位で取得

できるようになった 3)。さらに令和 3 年 1 月

からは、子の看護休暇・介護休暇が時間単位で

柔軟に取得できるように改正される 3)。 

このように子育てと保護者の就業を支える

制度が見直されているが、子どもの急な体調

不良や病気時には、平時の通園施設に加え病

児保育施設の利用が検討される。病気や体調

不良時の子どもは、環境の影響を受け易く、体

調の変化を言葉で表現し伝える力が未熟であ

る。特に、乳幼児の子どもの体調不良時には、

症状が安定するまでの体調管理は難しく、母

親が長期の休みを要することから、病児・病後

児保育の利用が期待されるようになった。 

病児保育は、1960年代に民間で病気の子ど

もを預かる施設としてスタートし、1992年か

ら厚生省のもと病児保育が開始されている 4)。

最初は、働く母親の子どもが病気の時でも働

けるための施設であったが、2015年の児童福

祉法の改訂では、病児保育は親の就労の有無

に関係せず、また乳幼児から学童を対象とし

ている。このことから、病児保育は就労支援で

はなく、病気の乳幼児・学童に対する制度であ

るとされている 5)。 

しかしながら、これまでの病児・病後児保育

を利用した働く母親への調査では、子どもの
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体調不良時の病状変化への不安のほか、「職場

内での地位の不安定」や「普段のわが子とは異

なる、体調不良のわが子を注意深く世話しな

ければならない」母親の苦悩について報告さ

れている 6)。また、著者らの保育施設側への調

査では子どもの体調不良時の対応として、保

育所・認定こども園・幼稚園の施設職員により

保育経験の年数の違いや有熱時の対応の差が

明らかであった 7)。保育環境における子どもの

急な体調不良や病気の対応については、保育

施設の職員および保護者への負担が大きく課

題が残されたままである。 

 以上から、仕事と子育てをする保護者にと

って、わが子の体調不良時には保育施設と職

場と家族との間でさまざまな困難を感じてい

る可能性がある。育児と就労を支える看護休

暇制度や病児保育が制度化されているなかで、

地域による保育環境の変化や特徴を捉えるこ

とは重要である。 

そこで今回、A 市内の保育環境における働

く子育て世帯の支援に役立てるために、子ど

もの病気時の保護者の対応、子の看護休暇制

度と病児保育の利用の現状や保護者の要望を

明らかにすることを目的とした。 

 

Ⅱ．研究方法 

1．対象者 

 対象者は、A市内8施設の認定こども園、

保育園、幼稚園の保護者 495名であった。 

 

2．方法 

各施設長、園長に研究主旨と方法を口頭

と書面で説明し了承が得られた施設で調査

した。自記式質問紙表調査とし、保護者には

紙面で説明し施設を通じて配布し、無記名

で記入密封してもらい、留置き法にて回収

した。調査項目は保護者の属性、就労状況、

子どもの病気時の対応、看護休暇制度につ

いて、病児保育の利用状況と要望などであ

った。 

調査期間は平成 30年 11～12月であった。 

 

3．分析方法 

統計ソフト SPSS ver.25 を使用し、記述

統計、χ２検定を行い、自由記述は同じ内容

と解析した項目ごとに並べ、多い順にカテ

ゴリー化した。 

 

4．倫理的配慮 

調査協力は自由意思を尊重し、研究趣旨

や方法は紙面で説明し、協力が得られない

場合でもなんら不利益を被らないことを説

明した。質問紙は無記名で個人のプライバ

シーを配慮し、質問紙の回答をもって対象

者が本研究に同意したとみなした。回収し

た質問紙は厳重に保管し、施設の特定をせ

ず施設間の比較を行わない、匿名性の保障、

統計的集計を行い、研究成果の論文・学会発

表等で公表であること文章で説明し同意を

得た。 

本研究は、所属機関の研究倫理審査委員

会の承認を得ている(承認番号 17‐08)。 

 

Ⅲ．結果 

調査結果は、回答を得た 376 名（回収率

76.0%)を分析対象とした。 

1．対象者の概要 

子どもの入所施設は、認定こども園 186 名 

(49.5%)、保育園 82名 (21.8%)、幼稚園 107名 

(28.5%)であった。保護者の内訳は、母親 361

名(95.5%)、父親 15名(4.0%)であり、年齢は 30

歳代の 229名(60.6%)が最も多く、40歳代 105

名(27.8%)、20 歳代 40 名(10.6%)であり、50

歳代は 2名(0.5%)であった。家族構成は、両親

がいる核家族 262世帯(69.2%)であり、一人親

14 世帯(3.75%)であり、3世代以上は 92 世帯

(24.4%)であった。子どもの数では 2人が最も

多く174名(46.3%)、一人っ子が102名(27.1%)

であった。子どもの年齢は平均 4 歳 9 か月±

0.8 か月、きょうだいありが 279 名(74.2%)、
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なしが 97名(25.8%)であった(表 1)。 

母親の就労状況では、職業を有する母親は

286名(79.2%)であった（表 2）。職種としては、

会社員154名(41.0%)が最も多く、販売業が35

名(9.4%)、公務員が 29名(7.7%)、自営業が 19

名(5.1%)であった。仕事の形態ではフルタイム

就業が 138名(36.7%)であり、パートアルバイ

トは 129 名(34.3%)、自営業 15 名(9.4%)、調

査時産休・育児休暇中が 11名(2.9%)、その他

6名(18.3%)であった。一週間の就業時間では、

15~40 時間未満が最も多く 162 名(43.1%)で

あり、次に 40~60時間未満の 94名(25.0%)、

15時間未満は 17名(4.5%)、60時間以上は 14

名(3.7%)、不明その他が 8名であった。世帯収

入は 300万未満が 50名(13.3%)、300~500万

未満が 154名(41.1%)であった。 

 

 

 

 

2．保育施設における子どもの体調不良時の保

護者の対応 

保育施設に対し子どもの体調不良をどのよ

うに伝えるかの質問では、複数回答として連

絡帳が 154名（41.0％）、子どもの送迎の際の

口答で伝えるが 124名(33.0％)、電話などのそ

の他は 33 名(8.8％)であった(表 3)。保育施設

から発熱、下痢･嘔吐、けがなどで連絡を受

けたことがある保護者は 280 名(74.5％)、で

あった。施設より連絡を受けた子どもの症状

としては、発熱が 251名(66.8％)と最も多く、

次に嘔吐が65名(17.3％)、下痢が23名(6.2%）、

咳が 13名(3.5％)であり、外傷が 40名(10.6％)

の順であった (表 4)。 
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保育施設から急な連絡が来たとき、どのよう

に感じたか回答では、「子どもの事が心配だ

った」が 7割以上で、「連絡が来ると予想し

ていた」と、「対応に困った」が一割であっ

た(表 5)。さらに、保護者が子どもの病気の

ため仕事を休むにあたって困難な事柄として

は、「周囲に対して引け目を感じた」が 170

名(45.2%)、「休んだ分、収入が減る」80名

(21.3%)、「自分の代わりに仕事を頼める人が

いない」が 74名(19.7%)、「休むとキャリア

評価に響く恐れがある」が 8名(2.1%)、「困

難なことはなかった」が 44名(11.7%)、その

他が 18名(4.8%)であった (表 6)。 

 

 

 

 

子どもが多少の体調不良でも、通常の保育

を希望する場合の子どもの症状としては、「鼻

水だけならみて欲しい」が 250名(70.2%)で最

も多く、「受診しなくてよい程度ならみて欲し

い」が 237 名(66.6%)、「咳だけならみて欲し

い」が 199 名(55.9%)、「病後でもあっても元

気ならみて欲しい」150名(42.1%)であった（表

7）。なお、通常の保育環境でみて欲しいと思う

子どもの発熱としては、平均 37.6±0.3(最小

37.0～38.0)であった(表 7)。 

 

 

 

子どもが体調不良の時に、主に面倒をみる

人は母親が319名(84.8%)であり、次に祖母76

名(20.2%)、父親が 21 名(5.6%)、祖父 10 名

(2.6%)、知人・友人はなく、決まっていないが

6名(1.6%)であった。 

 

3．仕事をもつ保護者の子どもの病気時の状況 

子どもの病気で保護者が仕事を休んだ経験

があるかは、7割の保護者があった。仕事を休

み看病した病気は、インフルエンザが 125 名

(33.2%)、かぜ症状 107名(28.5%)、小児感染症

－66－



 山野内靖子 他：保育環境における子どもの病気時の保護者の対応 

 

 

14 名(3.7%)、肺炎 5 名(1.3%)、アレルギー性

疾患 5名(1.3%)、骨折や外傷が 7名(1.9%)で、

その他が 32名(8.5%)であった。 

一回の病気で最も多く休んだ日数としては、

2~3日が 99名(26.3%)、1日が 65名(17.3%)、

4~5 日が 61 名(16.2%)、6 日以上が 38 名

(10.1%)、半日が 10名(2.7%)であった。 

子どもが病気の際に、保護者が仕事を休ま

ずに済むよう調整する上で困難であったこと

としては、以下の回答があった。「自分の代わ

りに子どもを見てくれる人を探すこと」が 166

名(44.1%)、「子どもの体調を少しでもよくす

ること」が 98名(26.1%)、「預かってくれる病

児・病後児保育施設を探すこと」が19名(5.1%)

であり、その他が35名(9.3%)であった。なお、

仕事をもつ保護者の子どもが病気になった際

に、面倒をみてくれる家族では、母親が 6 割

で、父親と祖母が 2割弱、祖父、自分の兄弟な

どが少数であった。 

職業をもつ保護者への質問として、子ども

のための看護休暇制度の利用については、「制

度があるかわからない」が 97 名(25.8%)で最

も多く、「制度化されて利用しやすい」が 61名

16.8%、「制度がない」が 72名(19.1%)、「制度

としてあるが利用しにくい」が 39 名(10.4%)

であった(表 8)。 

 

 

 

さらに、職種や職場環境による看護休暇制

度の利用についての違いをみるために職業ご

との集計を表 9 に示した。看護休暇制度が制

度化されており「利用しやすい」と回答してい

る人数割合が高いのは公務員 16 名(55.2%)で

あり、会社員は 31 名(21.1%)、自営業は 5 名

(29.4%)であった。「制度がない」と回答したの

は、販売 10 名(31.3%)の割合が最も高く、自

営業 5名(29.4%)、会社員の 37名(25.2%)であ

った。「制度があるかわからい」では、販売業

の 18 名(56.3%)が最も高く、会社員 49 名

(33.3%)、公務員 4名(13.8%)の順であり、その

他 20名(37.7%)であった。 

 

 

 

4．病児保育の利用の現状 

保護者の病児保育の利用状況としては、利

用者は 1 割であった。病児保育の施設を知ら

なかった保護者が 8 名(2.1%)であった。病児

保育を利用した理由では、「仕事の休みがとれ

なかった」が 20名(54.1%)、「どうしてもその

日にしなければならない事があった」が 12名

(32.4%)であった。さらに、「休みはとれるが休

めない雰囲気だった」10名(27.0%)が主なる理

由であった(表 10)。 

 

 

 

病児・病後児保育への要望(ｎ＝70)の自由記述

では、カテゴリーとして<病児保育施設の現状

への希望><子どもへの思い><利用に関する
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情報不足><病気の子を受ける病院や園への要

望><母親の仕事><その他>の 6 つの内容があ

げられた。 

病児保育施設の現状への希望の内容として

は、「施設数の増加」「施設が近場にあって欲し

い」「受け入れ人数を増やして欲しい」「利用時

間の延長」「利用料金が高い」「利用手続きや方

法の簡略化」「通園施設への併設を希望」であ

った。 

子どもへの思いとしての内容としては、「子

どもへの感染が心配」「病気の子どもを慣れな

い施設に預けるのはかわいそう」であった。 

利用に関する情報不足の内容では、「施設の

情報が少ない」「利用したことがない」「利用し

てみたい」「よくわからない」であった。 

病気の子を受ける病院や園への要望の内容

では、「病院受診や送迎への支援」「園の先生と

の連絡調整」などであった。 

母親の仕事についての内容は、「仕事を休め

るような環境」が挙げられた。その他としては、

「難病の子どもへの理解」を求める親の要望

などが挙がった。 

 

Ⅳ．考察 

1．保育環境における子どもの病気時の保護者

の対応 

今回、対象となったA市内の保護者の 9割

は 30~40 歳代の母親であり、7 割以上が職業

をもち、複数の子どもを育てている家庭環境

にあった。子どもの体調不良を保育施設の職

員にどのように伝えているのか、保護者のコ

ミュニケーションツールとしては、主に「連絡

帳」が使用されていた。また、ほとんどの保護

者が子どもの体調変化で施設側より連絡を受

けた経験を持ち、発熱が最も多いが微熱程度

なら園での保育の継続を希望していた。保護

者の要望としては、子どもの体調をみる上で、

鼻水・咳だけなら、複数の症状がなければ、「受

診を必要としない」、「元気ならば」という保護

者の視点で子どもの体調を査定している状況

が伺われた。著者らの先行する保育施設への

調査７)からは、保育施設の病児への対応で困っ

た事の多くが、「子どもの発熱時に連絡しても

保護者がすぐに迎えに来ない」であった。また、

「親の判断で登園基準を決める」や病院受診

をしない保護者に困難感をもつ施設職員の姿

が明らかであった。その事から、今回の子ども

の急な病気や体調不良時の見極めにおいては、

施設側と保護者の考えに相違がみられた。 

さらに、子どもの急な体調変化について施

設からの連絡を受けた時に保護者は、子ども

の心配しながらも、対応に困る状況におかれ

ていた。一方では、連絡が来ると予想していた

保護者も 1 割以上いる事から、子どもの体調

不良や変化を予測しながらも保育施設に預け

なければならない状況や、職場環境の風土が

あると考えられた。これは、子どもが急な体調

不良時に保護者側では休暇がとれず、「保育園

に無理に連れていき、保育園から電話が来る

まで働いた」経験をもつ親がいた実態の報告 8)

と重なるものであり、親の心情と子どもの安

全を考えると課題である。 

 

2．看護休暇制度や病児保育の利用の現状 

子の看護休暇制度の利用では、制度を利用

しやすいと回答した母親の職種は公務員や会

社員であった。公務員以外の職種では、制度を

知らない、もしくは制度がない状況から制度

を利用しにくい職場環境が明らかとなった。

また、仕事を休む場合、5割の保護者が周囲に

対して引け目を感じていたことからも、子ど

もが病気になった時の対応と仕事の両立に苦

慮している現状が伺えた。 

病児保育の利用は、約 1 割と少なかった。

保護者の回答からは、病児保育施設を知らな

い、施設利用に関する情報不足からの不安が

述べられていた。また、病児保育は、病気の乳

幼児・学童に対する制度であるとされてはい

るが、今回、病児保育施設を利用しない理由と

しては、自由記述の「子どもへの感染が心配」
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「子どもがかわいそう」などが挙げられた。母

親の子どもへの思いとしては、澤田らの報告

と同様であり、病児保育の施設利用者の増減

には、「普段と異なる慣れない環境へ子どもの

体調不良時に預けて良いのかという親の心境

が影響」9)していると考える。 

さらに、病児保育施設の利用が難しい理由

に、子どもの病状の変化が予測できないと、病

児保育の予約を取り消すなど、当日のキャン

セルにまつわる連絡調整などが保護者の望む

利便性から乖離する状況があった。急な子ど

もの体調不良に「頼めるはずの家族の都合が

悪かった」、「仕事を休めるが休めない雰囲気

だった」、という保護者の回答が 5割から 3割

を占めることからは、子育てしながら就業す

る保護者が病児を抱える際の不安や葛藤が伺

えた。 

以上のように、就労している保護者にとっ

ては、急な子どもの体調不良に対応し預ける

ことができる身近な家族の存在も少ないとい

う結果が示めされた。対象者の家族構成とし

ては 3 世代以上の家庭が 2 割以上含まれ、子

どもの体調不良時に母親以外に世話をするの

は祖母であり、父親よりも祖母の支援を受け

ている現状にあった。厚生労働省の「雇用均等

基本調査」によると、2019年の男性の育児休

業取得率は 7.48％であり、10年前の 1％から

は上昇傾向にある 10) 。今後は、母親と共に一

層父親の制度の活用が期待される。 

 

3．病児保育施設への保護者の要望 

病児保育施設への要望からは、施設数・受け

入れ人数・利用時間の増加と、手続きの簡略化

や施設の場所が通勤距離内にあること、平時

の通園施設への併設など、利便性を求める意

見が聞かれた。実際に病児保育施設の利用経

験者が少なかったせいか、施設運営や対応の

内容などへの具体的な要望はほとんど挙げら

れなかった。しかし、子どもの急な.病気とし

ては最も多い感染症、インフルエンザなどが

挙げられるため、施設利用により感染を受け

るのではないかという不安があり、感染予防

対策への具体策を保護者に説明し理解を得る

ことが利用率につながると考えられた。 

厚生労働省の保育環境改善等事業 11)による

と、病児保育事業（体調不良児対応型）を実施

している施設は平成 27年度の 819か所から、

平成 29 年度は 1,255 か所と増加傾向にある。

保護者の病気や体調不良の子どもを預ける施

設への要望からは、より一層の保育施設と医

療機関との連携.が求められることと、保護者

と保育施設職員との連絡調整が、仕事を抱え

る保護者の子育て支援につながると考えられ

た。今後の子育て支援として施設側に求めら

れるのは、利用の利便性だけでなく職場隣接

の施設や、訪問型の対応が求められる可能性

がある。しかしながら、子どもの病気時や体調

不良をどのように判断するかは、非常に多彩

な背景をもつ保護者間で異なることが、今回

の調査結果でも示唆された。 

以上から、多様な背景をもつ保護者と保育

施設職員との連絡調整が要となり、子どもの

体調管理に関する情報共有が十分にできる体

制とゆとりが必要であった。今後は、より一層

の保育施設と病児病後児保育と医療機関との

連携が求められる。 

 

Ⅴ．結論 

今回、A 市内の保育環境における子どもの

病気時や体調不良時の対応に関する保護者へ

のアンケートから以下のことが明らかとなっ

た。 

1．子どもの急な体調変化については、施設か

らの連絡を受けた時の保護者は、その対応に

困惑していた。一方では、保護者の視点で子ど

もの体調を査定し、連絡が来ると予想してい

る保護者もいた事から、子どもの体調不良や

変化を予測しながらも保育施設に預けなけれ

ばならない家庭や職場環境があった。 

2．子の看護休暇制度等の利用については、保
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護者の職種により利用状況に偏りがみられ、

制度の存在や利用方法などの情報が十分に周

知されていない可能性が伺えた。今後の制度

の改正も含め、子育て支援に関わる情報提供

が課題である。 

3．病児保育施設の利用率は 1割であり、保護

者のからの要望としては、施設数・受け入れ人

数の増加、利用時間の延長、手続きの簡略化、

通園施設への併設などの利便性と、利用方法

に関する情報提供を求める意見が挙げられた。 
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